
導入促進基本計画 

 

１ 先端設備等の導入の促進の目標 

（１）地域の人口構造、産業構造及び中小企業者の実態等 

  岩出市は、和歌山県の北部に位置し、和歌山市の中心部から約 15km、大阪市中

心部から約 50km、関西国際空港から約 30km の距離にあり、北は大阪府泉南市及

び阪南市、東と南は紀の川市、西は和歌山市に接している。和歌山市や泉南地域、

大阪都市圏への交通アクセスに恵まれており、大阪方面から、また、海外から関西

国際空港を経て和歌山を訪れる場合の玄関都市となっている。 

 市域は、東西に約 5.7km、南北に約 8.8km、面積は 38.5km2で、東端は東経 135

度 20 分、西端は東経 135 度 17 分、南端は北緯 34 度 14 分、北端は北緯 34 度 20

分に位置している。 

  昭和 31 年に岩出町、山崎村、根来村、上岩出村及び小倉村の一部（船戸、山崎）

が合併し、新制「岩出町」となった。その後、既成集落周辺での宅地開発やニュー

タウン開発などが進み、人口は増加の一途をたどり、平成１８年４月には、単独で

の市制を施行し、「岩出市」として、新たに歩みだすこととなる。 

下表（表１－１）は、最近 10 年間の人口動態を示したものである。総人口は増

加傾向にあったが、人口動態については高齢化率が徐々に増加し、それに応じて生

産年齢人口比率は減少傾向にある。 

  また、本市における事業所数を産業大分類別にみると、「卸売業、小売業」が 390

事業所（25.4％）と最も多く、次いで、「宿泊業、飲食サービス業」が 204 事業所

（13.3％）、「生活関連サービス業、娯楽業」が 193 事業所（12.5％）と続き、この

3 産業で全体の半分以上を占めている。続いて、従業者数を産業大分類別にみると、

「卸売業、小売業」が 3,422 人（22.7％）と最も多く、次いで、「医療、福祉」が

2,228 人（14.8％）、「宿泊業、飲食サービス業」が 1,935 人（12.8％）と続き、こ

の 3 産業で全体の約 5 割を占めている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 



表１－１ 人口動態                         （単位：人、％、戸） 

年度 

人口 

世帯数 
総人口 

生産年齢人口 

（15 歳～64

歳） 

生産年齢人口比

率 

[％] 

高齢者 

（65 歳～） 

高齢化率 

[％] 

19 年度 51,991 35,251 67.8 7,568 14.6 19,741 

20 年度 52,342 35,262 67.4 7,963 15.2 20,095 

21 年度 52,694 35,357 67.1 8,284 15.7 20,375 

22 年度 53,018 35,623 67.2 8,447 15.9 20,712 

23 年度 53,196 35,565 66.9 8,840 16.6 21,016 

24 年度 53,276 35,169 66.0 9,440 17.7 21,254 

25 年度 53,537 34,982 65.3 9,998 18.7 21,518 

26 年度 53,687 34,703 64.6 10,613 19.8 21,805 

27 年度 53,694 34,450 64.1 11,132 20.7 22,077 

28 年度 53,944 34,394 63.7 11,533 21.4 22,407 

29 年度 53,827 34,151 63.4 11,890 22.1 22,697 

 

（２）目標 

近年の広域交通網の整備に伴い、徐々にではあるが工場等の進出が進んでおり、商

業・サービス業を中心に徐々に増加傾向にある一方で、人口減少が緩やかに進み、生

産年齢人口が減少傾向にあるため、中小企業の労働生産性も伸び悩んでいる。今後、

さらに少子高齢化が進むことによる人手不足、働き方改革への対応等の厳しい事業環

境を乗り越えるため、老朽化が進む設備を生産性の高い設備へと一新させ、事業者自

身の労働生産性の飛躍的な向上を図る。 

これを実現するための目標として、計画期間中に１５件程度の先端設備等導入計画

の認定を目標とする。 

 

（３）労働生産性に関する目標 

 先端設備等導入計画を認定した事業者の労働生産性（導入促進指針に定める者をい

う。）が年率３％以上向上することを目標とする。 

 

２ 先端設備等の種類 

岩出市の産業は、卸売業・小売業、サービス業、農林水産業と多岐に渡り、多様な

業種が岩出市内の経済、雇用を支えているため、これらの産業で広く事業者の生産性

向上を実現する必要がある。したがって、多様な産業の多様な設備投資を支援する観

点から、本計画において対象とする設備は、経済産業省関係生産性向上特別措置法施

行規則第一条第一項に定める先端設備等全てとする。 

 

 

 



３ 先端設備等の導入の促進の内容に関する事項 

（１）対象地域 

市では、産業振興地域等を特別に定めておらず、市内全域において中小企業者が事

業を行っているため、本計画の対象地域は岩出市内全域とする。 

（２）対象業種・事業 

岩出市の産業は、卸売業・小売業、サービス業、農林水産業と多岐に渡り、多様な

業種が岩出市の経済、雇用を支えているため、これらの産業で広く事業者の生産性向

上を実現する必要がある。したがって、本計画において対象とする業種は、全業種と

する。 

生産性向上に向けた事業者の取組は、新商品の開発、自動化の推進、IT 導入による

業務効率化、省エネの推進、市町村の枠を超えた海外市場等を見据えた連携等、多様

である。したがって本計画においては、労働生産性が年率３％以上に資すると見込ま

れる事業であれば、幅広い事業を対象とする。 

 

４ 計画期間 

（１）導入促進基本計画の計画期間 

 国が同意した日から３年間とする。 

（２）先端設備等導入計画の計画期間 

 ３年間、４年間、５年間とする。 

 

５ 先端設備等の導入の促進に際し配慮すべき事項 

（１）人員削減を目的とした取り組みは、計画対象外とする。 

（２）健全な地域経済の発展に配慮するため、公序良俗に反する取り組みや、反社会

的勢力との関係が認められるものについては計画外とする。 

 

（備考） 

  用紙の大きさは日本工業規格Ａ４とする。 

 

 


